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申請書（様式１）-１

連絡担当窓口
公募関連の連絡先となります。
➢ 事務局から業務に関するお知らせ等は「E-mail」に記

載されたメールアドレスに送付されますので連絡がつく

メールアドレスを記載してください。

✓ E-mailは一つのみ記載してください。

✓ 複数の担当者で対応する場合は複数人で

受けられメールボックスなどを準備するなどで

ご対応くださいますようお願いいたします。

申請者
ご申請いただくすべての書類の申請者情報となります
➢法人名・代表者役職・氏名・所在地は今後記載いた

だく書類と一致確認を行いますので正確に入力してくだ

さい。
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申請書（様式１）-2

構成員
共同申請による応募の場合のみ、他の構成員となる

法人名等を記載してください。

➢法人番号が不明の場合、国税庁のサイトより検索する

ことができます。

• リンク先：国税庁法人番号公表サイト

https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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提案書（様式２）-１

１．法人名
申請書に記載されている法人名を記載してください。

２．事業類型・事業名称
例に沿って記載してください。
➢ 【類型△】を除いた部分が今後の書類の「事業名称」と

なります。

５．事業内容
可能な限り具体的に記載してください。
➢ 5-1.次ページに記載の観点に沿って、主に【類型1・3】

接続内容・【全類型】機能の内容をご記載ください。

※ 具体的な実施方法については6.実施方法に記載

してください。

※ 実施体制については8.実施体制に記載してください。

➢ 5-2.次ページに記載の観点に沿って「導入後5年程度

の推移を年度ごとに」「具体的な数字をあげて」効果の

説明として記載してください。

表などが必要になる場合は別に添付してください。

➢ 5-3.次ページに記載の①～③のいずれかに該当するか

記載してください。

 該当の根拠も併せて記載してください。
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提案書（様式２）-２

６．実施方法
「成果を高めるための工夫」として、独自性や革新性

のある部分、効率化を図っている内容を記載してくだ

さい。

７．事業の実施スケジュール
実施内容に記載の内容を実施する期間について

記載してください。
➢ 【類型1・3】については、以下の点も確認できるよう記載
してください

• 採用するシステム開発の手法、および事業実施期
間中に実施する工程

• 補助事業期間内に接続完了しない計画の場合：
接続完了見込みの時期
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提案書（様式２）-３

８．実施体制
実施内容に記載の内容を実施するのに十分な体制で

あることが確認できるように記載してください。

９．組織の経験・能力
次ページに記載の観点に沿って記載してください。
➢９－２：経験がない場合はない旨をご記載ください。

➢９－３：記載いただいたものにつきましては、あわせて確
認書類を必ず提出してください。
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提案書（様式２）-４

１０．補助金交付申請額
様式２別添２に記載の「補助金交付申請額」に

記載の金額（補助対象経費に補助率を乗じた金

額）と一致するように記載してください。
➢共同申請の場合は、全体金額とあわせて法人ごとの
金額を記載してください。
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事業概要（様式２別添１）

【類型１・３】の応募者は提出が必要です

➢以下の3点が確認できるように記載してください。

• 接続するシステム（接続元・接続先）

• データ連携を行う範囲（どのデータをやりとりするか）

• 応募対象としている範囲（補助対象とする範囲）
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積算内訳書（様式２別添２）-１

１．積算内訳書

※共同申請の場合は構成員ごとに提出が必要です。
➢（１）申請者（法人名）

• 申請書に記載の法人名と一致するように記載

してください。

➢（３）補助率

• 大企業・中小企業のうち、適切な方を選択して

ください（※定義は公募要領参照）。

➢（５）積算内訳

• 各項目について記入例を参考に記載してくだ

さい。以下は注意点です。

✓補助事業に関する経費：

※ 消費税込みの金額の記載が必要です。

人件費以外で消費税を含めない場合は

理由を概算根拠欄に記載してください。

✓概算根拠：

例を参考に各対象経費ごとに内容と金額の

根拠となる単価*数量の計算式を記載してくだ

さい。委託・外注費で一括となる場合も金額の

根拠となる内訳などを記載してください。
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積算内訳書（様式２別添２）-２

２．資金計画

➢（１）、（２）

• 自動で入力されます。

➢（４）借入条件

• （３）で0以外の金額を入力した場合は選択

してください。

➢（５）自己資金充当額

• （１）の金額から（２）、（３）の金額を

引いた金額をご記載ください。

➢（６）収入金

• 補助事業によって収入が「発生」する場合は

金額を記載してください。ない場合は「0」を入力

してください。
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申請法人概要（様式３）

法人名、代表者役職氏名、所在地
申請書と一致するように記載ください。
➢代表者の「役職」と「氏名」の記載が必要です。

※共同申請による応募の場合は、構成員ごとに当

様式を作成して提出してください。

主要業務の実績
主要業務の内容、前年度の実績などをご記載くだ

さい。

その他関連会社
（株式会社の場合は主要株主）
申請法人の主要株主と持株割合をご記載ください。
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中小企業補助率の適用要件審査（様式４）

１．

申請書に記載の法人名と一致するように記載してください。

※補助率で中小企業2/3を選択した場合は提出

が必要です。大企業 1/2 を選択した場合は提出

不要です。

２．～ ４．

それぞれ記載内容について条件を満たしている場合は左の

チェックボックスにチェックを入れてください。

各項目について他の提出書類を使用し確認を行います。
➢ ２．「申請法人概要（様式３）」の資本金・従業員数・主要

業務の実績で確認します。

➢ ３．「申請法人概要（様式３）」の主要株主で確認します。

➢ ４．直近の３年分の財務諸表で確認します。

➢ ５．提案書の実施内容・実施体制・実施方法で確認します。
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財務諸表

直近３期分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書の確認できるもの）

のご提出が必要となります。

➢決算報告書の一部のみをご提出の場合は、申請事業者のものであることが確認できる表紙などもあわせて

ご提出ください。

P/L（損益計算書）イメージ図

【費用】 【売上高】

XX XX

【利益】

XX

【資産】 【負債】

【純資産】

B/S（貸借対照表）イメージ図
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接続先貿易PFの概要資料

接続先貿易PFの概要資料

（接続先貿易PFの企業概要・サービス概要・企業ウェブサイト等）をご提出ください。

➢ 【類型３】の応募者は上記接続先貿易PFの概要資料とあわせて自社の貿易PF資料もあわせてご提出が必要です

例
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賃上げ計画の表明書

様式２_提案書の９-３賃金引き上げ計
画について記載している場合はご提出くださ
い。

➢該当しない場合は提出は不要です。
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ワークライフバランスに関する認定証等の写し

様式２_提案書の９-３ワーク・ライフ・バラ

ンス等の推進に関する取組について記載し

ている場合はご提出ください。

➢該当しない場合は提出は不要です。
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jGrants 入力時の注意点

事業者基本情報

申請担当者の連絡先
➢申請書（様式1）と共通の項目は一致するように

記入してください。

事業基本情報
➢事業の名称：提案書（様式２）と一致するように

記入してください。※類型は「事業の名称」には記載不

要です。

➢事業終了日：補助事業の終了日となります。特に決

まってない場合は最終日である2026年2月13日に設

定することをお勧めします。

➢補助事業に関する経費合計：様式２別添２の補助

事業に関する経費の合計と一致する金額を記載してく

ださい。

➢補助対象経費合計：様式２別添２の補助対象経

費の合計と一致する金額を記載してください。

➢補助金交付申請額合計：様式２別添２の補助金

交付申請額と一致する金額を記載してください。
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